
  In
dustrial Engineering

1856 F.W. テーラー

F.W. テーラー

1776 252

162

150

135

118

107

94

89

78

74

70

68

64

59

63

54

50

27

0

アダムスミス (分業論 )

1777 ホィトニー (３Ｓ提唱 )

1863

F.B. ギルブレス1868

1878

1883

1885

1883M16

1867(K3)
～ 1930M0

1799( 寛政 11)

H. フォード

～ 1915

～ 1947

～ 1924

上野陽一

田中久重

豊田佐吉

～ 1957

1896M29

1955S30

1956S31

森川覚三

1894M27松下幸之助

(ＷＦ法導入 )

(ＭＴＭ法導入 )

(出版：日刊工業 )

星野行則

大野耐一

財）日本生産性本部

1954S29社）中小企業診断協会

早大ｼｽﾃﾑ科学研究所

1942S17社 )日本能率協会

産業技術総合研究所

1950S25社 )産業能率短期大学

1951S26

1946S21

社 )日本経営士会

NEC・QC 導入
1946S19財 )日本科学技術連盟

1948S231948 GHQ 自立復興 9原則

1959S34社 )日本ＩＥ協会

1962S37原価計算基準

1959S34産能大・ＶＥ導入

作業測定便覧

( 与那覇三男 )
実証的固有技術研究

1964S39

1968S43

1968S43
1978S53

JEMCO 日本経営
日本合理化ｾﾝﾀｰ

1986S61見積りシステム (BASIC 版 ) リリース

( 佐藤 良 )

1965S40社 )日本ＶＥ協会

～ 1967

～ 1989

フイルデラフィア（ミットベル製綱所）

1903 工場管理法

1900 高速度鋼 :V=37.5m 実現

時間研究（作業測定）

動作研究（方法研究）

1899 計算尺 (数学者：バース )

1913T2

吉田良三 1917T6

1912T0

日本産業能率研究所1921T10

1926S1

メイヨー （GE:ﾎｰｿﾝ実験）

ﾊﾘﾄﾝ・エマーソン

(ハリントン・エマーソン )

ＭＴＭ法

1924

1929

( メナード H. Maynard)
1940

Machining data Hndbook1944

ＷＦ法 (Work Factor) 

ＶＡ

(クイック J.H. Quik）)

(ＧＥ社 L.D マイルズ )

( ジェラルド・ナドラー )

( 米国国防省通達 )

( 米国国防省通達 )

1935

1936

ＷＦ法導入
(上田武人翻訳 )

1954S29ＶＥ

アメリカ IE 協会

1954

ワークデザイン法1959

1964

( 米国国防省通達 )
ＤＴＣ1973

( 米国防衛調達 :航空局 )
ＷＢＳ1992

OS Ｗindowsﾘﾘｰｽ1995

ＰＦＭsolutionﾘﾘｰｽ2000

(AI PLM CAD/CAM)

(CAC CAD/CAE PLM ITsolution)

2008

ＣＯＲＴⅢ

1911

1911 科 学 的 管 理 法

1918 貨幣管理 (原価管理 )

科学的管理法翻訳

工場会計翻訳・出版
(能率原価→標準原価 )( 早稲田大 )

科学的管理法導入

1927S2日本能率連合会

1931S6

1940S15

製造工業原価計算準則1941S16

日本工業協会

(三菱・東芝 )

( 理事長：伍堂貞夫 )

( 理事長：山下興家 )

( 創設：上野陽一 38)

上野陽一 (68)

( 初代理事長：森川覚三 46)

( 上野＋森川＋36 人 訪米視察団 )

～ 1881

池永謹一　服部時計

遠藤健児　武蔵工大

玉井正寿　産能大

佐藤　良　富士通信

坪井和男　早稲田大

津村豊治　明電舎

中井重行　早稲田大

大蔵省

原理応用開発者　 

編述者　 

翻訳者

単純化（Simplification）
専門化（Specialization）
標準化（Standardization）

IE とは . 単に製品を作るのではな
く、設計された品質水準の製品を
最低のコストで物づくりすること
を意味する。

能 率 研 究

能 率 研 究

（頑固な独立心・質素な生活・大胆な疑い）

教育

指導

普及

啓蒙

教育

啓蒙

啓蒙

エマーソン来日講演
S4

■科学的測定なくして管理なく、管理なくしてマネジメントなし

︵Ｆ・ｗ
・テーラー︶

■継 承 的 能 率 管 理 技 法 の 創 出 発 展 プ ロ セ ス

時間研究　　作業測定

動作研究　　方法研究
ＩＥ

Metcut Research Associates Inc. 
Cincinnati OH

（産業能率の原理と応用）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

実
験実証デ
ータ

実
験実証

原理・原則
原理・原則

標準原価計算制度実
際原価計算制度

原理・原則論

26 年間に及ぶ 44000 回の実験・消費材料 360 トン、 20 万ドルの費用　

環境と能率に関する研究

(生産標準化・流れ化)

(ギルブレスとエマーソン)

SAM(Society for Advancement 
of Management＝経営近代化協会）

Therblig

統合

ＶＥとは . 最低のコストで、
必要な機能（製品）を確実
に創り込むことを意味する。

ＰＦＭとは . 最低のコストで
必要な機能を経営絶対原価内
に創り込めるよう科学的に証
明することを意味する。

■科学とは、 物づくりについて一定の目的、 方法のもとに実験、 研究し、 原理原則を見つけだし、 その結果を体系的に組み立て、 その応用を考える学問のことである。

Systemα-2ｼﾘｰｽﾞ

メインフレーム部

機器を固定する

機械式

専用・外製・板金製缶

I／F
支　柱　　　　　　　　　１個　　　SS400　　　角パイプ

ステー　　　　　　　　　２個　　　SS400　　　平鋼材

台　座　　　　　　　　　２個　　　SS400　　　平鋼材

Profit Front Management（利益先取り経営）

　

PLM-Ｃ+PLM-Ｃ+PLM-Ｃ+PLM-Ｃ+--研究・経営研究・経営

維持・保守維持・保守

カスタマー

営業・企画営業・企画 生技・試作生技・試作

調達・購買調達・購買solution IT

Ⅱ SS

P

生産・製造

研究・経営

維持・保守

カスタマー

協力企業群

営業・企画
生技・試作

調達・購買

開発・設計

FCD
solution 

PFM/CAC
solution 

Cost Tool

P L MP L M
研究・経営研究・経営

維持・保守維持・保守

営業・企画営業・企画

IT

P L MP L M
生産・製造

カスタマー

協力企業群

生技・試作

開発・設計

Cost Tool

Cost Tool

Cost Tool

Cost Tool

資材・調達

８６％ １４％

◆よい物を安く作るＱＣＤ着想：Back loading

IT
solution 

CAD/CAE

PLM C+

CAD/CAE

PFM手法

◆安くて良いものを作るＣＱＤ着想：Front loading

物づくりプロセス改革
営業・企画

研究・経営

維持・保守

Product Lifecycle Management 
Product Lifecycle Cost Management 

原価先取り経営から利益先取り経営へ

ＣＡＣ搭載・ものづくり工学技法

IT
solution 

コストシミュレーター

微・積分学

５Ｍ

システム工学技法

知識工学技法
固有工学技法

生産工学技法価値工学技法

コスト工学技法

管理工学技法
解析学

５Ｍ

ＭＥ

認知科学

ＩＴ

ＩＥ
ＶＥ

基 本 技 術

管 理 改 革

　 見積りシステム (MS-DOS 版 ) リリース

　　 　　　  機械加工品見積りシステム

         　 プレス加工品見積りシステム

            　樹脂成形品見積りシステム

部品見積りシステム （Win 版） リリース

            機械加工品見積りシステム

　　　　　　精密切削品見積りシステム

            プレス板金品見積りシステム

　　　　　 精密プレス品見積りシステム

　　　　　板金 ・ 製缶品見積りシステム

              樹脂成形品見積りシステム

              金型鋳造品見積りシステム

　　　　　　 鍛造加工品見積りシステム

　　　　　　 砂型鋳造品見積りシステム

　　　　　　 ゴム成形品見積りシステム

　　　　　　 金型構成品見積りシステム

                    電装品見積りシステム

                       基板見積りシステム

                 組み立て見積りシステム

製品見積りシステム （ＣＡＣ版） リリース

　ＣＡＣ/ＣＡＤ連携 solution

   ＰＬＭ　Ｃ＋システムリリース

1991H03

1991H03

1991H03

1991H03

1997H09

1997H09

1997H09

1997H09

1997H09

1997H09

1998H10

1998H10

1998H10

1998H10

1999H11

1999H11

2000H12

2000H12

2000H12

2000H12

2008H20

2015H24

標準コスト見積りシステム・シリーズ・初版リリース

ＪＣＥ与那覇三男1991H03日本コストエンジニアリング株式会社

能

 率

 研

 究

2015

2010

ＣＡＣ/ＣＡＤ連携 solution

ＰＬＭ　Ｃ＋solution

ＰＦＭ/ＣＡＣsolution

(VD AI GSsolution)

(CS ACM GSTsolution)

(MCS GCM FRTsolution)

 先

 進

 的

  も

 の

 づ

 く

 り

 企

 業

 体



顧客　 企画・構想 　開発・設計　 生　準　 製造・調達　 流通・廃棄

ＤＴＣ手法 (Design To Cost)

ＤＴＣ手法ＰＦＭ手法

ＰＦＭ手法 (Profit Front Management)

4. 取組み方 フロントローディング型

1. 目的

項　目

3. 収益の考え方

顧客創造と顧客満足 顧客創造と顧客満足

製造原価（管理会計思想）

理想的標準原価 ( 標準ｺｽﾄﾃｰﾌﾞﾙ参照 ) 現実的標準原価 ( 実績ｺｽﾄﾃｰﾌﾞﾙ参照 )

ＶＤ（機能設計 )ＩＥ（生産設計）の包含

絶対原価との原価差異を認めない
機能系統図とアイディア・バンク
ＣＡＣ／ＣＡＤSolution

生産地別ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺｽﾄｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

特に存在しない

最善化による原価保証活動 改善によるコストダウン活動
ＷＢＳ・見積等級法

ＫＥＹＷＯＲＤ法
目標原価差異を認め改善指向する

ＶＥ／ＶＡ（機能分析 ) の包含

総原価（財務会計思想）

バックローディング型

6. 原価対象領域
5. 原価割付法 機能分野別割付法を適用する 機構部品別割付法を適用する

7. 管理主体原価

10. 適用管理技法

ＰＦＭ費用モデリング手法 ＡＢＣ手法の推奨11. 間接費の捉え方
12. コスト差異
13. 発想ツール
14. ソフトウエア  

15. 収益確保活動
16. コスト評価法

2. ねらい 絶対原価内でのコスト創り込みを実証 目標社内原価内でコスト設計する

広義の原価企画 (ＰＬＭ)

売価ー利益＝絶対原価 (利益先取り経営 ) 売価ー目標原価＝利益 (原価先取り経営 )

8. 企画・構想段 階

9. 開発・設計段 階

顧客仕様や機能確定からのコスト算出

標準工法別コストシミュレーション 実績部品別コストシミュレーション

ユニット別概算予測でのコスト算出

　企業が事業展開するにあっては予算制度を確立し計画原価を定めて実際との比較明示をすることがコンプ

ライアンスであるとされた (商法規則 :1962年 )。伝統的で広義の原価企画活動 (1966ﾄﾖﾀ提唱 )は製品企画

から廃棄に至る活動であるとした。この物づくりプロセスは、製品競争力優位のために具体化すべき経営管

理であるとして、ＰＬＭ（製品ライフサイクルマネジメント）化され、具体的な手法のないまま管理派生した。

　１９７３年、米国国防省通達として発表されたＤＴＣ手法（デザインツーコスト）は , 防衛機器調達を

最適化する手法として、独占的プロダクトを扱う多くの防衛機器製作メーカーに導入された。しかし、コス

ト競争のグローバル化に加え消費者の多様なニーズに即刻応える完全競争プロダクトを扱う企業では、その

活動展開である１st Ｄesign Approach（設計段階） には収益確保の限界があるとし、各社とも更なる源流

である製品企画段階 (ｾﾞﾛ･ﾙｯｸ)からのコスト創りこみ（フロントコストローディング）の良否が収益を決定

的にすることに気づき、収益プロセス構造の大胆な改革が強く求めらようになったのである。

　ＰＦＭ手法は、こうした解に応え下表のごとくＰＬＭの源流である製品企画・構想段階から管理工学、価

値工学、生産工学、固有工学、知識工学などの技法を徹底援用し、ものづくり前のコスト創り込みを可能に

する手法として研究開発され、その適用は伝統的な収益構造である売価ー原価＝利益の構図（原価先どり経

営）を管理会計的な収益構造である売価ー利益＝原価の構図（利益先どり経営）に管理変革する手法として

１９９５年、ＪＣＥ社から提唱された。その実践ツールがＣＡＣ／ＣＡＤSolution である。

開発・発表 １９９５年　ＪＣＥ社 １９７３年　米国国防省通達

■各手法の活動領域
ＪＣＥ　日本コストエンジニアリング株式会社

フロントコストローディング実践に向けて



開発元／日本コストエンジニアリング株式会社
〒１４５－００７１　東京都大田区田園調布２－２９－１２
ＴＥＬ：０１２０－２０４ー７８３　FAX:０１２０－４０４ー７８３

http://www.ncost.co.jp/

 標準コスト見積りシステム・αー９シリーズは、ＣＡＣシステムの中核を成す技術体系であり
、開発・設計段階での徹底した「コストの創り込み」から製造現場での「原価保証」に至る収益
確保を第一義にコストデザインを実現することを主眼に開発されたソフトウェアです。

 システム構築の根本思想は、トヨタ・カンバン方式で多くの高収益実証がされているＩＥ（生
産工学）の標準化思想であり国際標準である科学的作業測定技法（ＷＦ法）を適用した標準時間
・工数から成り立っております。

 基準となる技術データベースは、当社、経営コンサルティング事業部スタッフにより手扱い工
数は、各工法・工程または機械毎にワークデザインされた後、ＷＦ法で測定され、マシンタイム
については、MACHINING DATA HANDBOOK及び毎年11月技術情報収集時点で、その業界で知られて
いる最新の設備・機械情報や加工技術情報に一定の余裕率を付加した諸条件値を「標準工数・標
準時間」とし、これを原単位として扱っております。

 本システム・シリーズは、部品メーカーや部品調達で扱う単部品に対し引き合い時点で「簡易
に素早く見積りできれば良い」とする場合や標準原価計算制度下で工法・工程別の標準コスト算
定から目標コスト指図を行い、実績との差額解析による能率向上を支援をする日本国内コスト水
準機能を持ち合わす「Standard版」及び製品（アッセンブリー）メーカーの開発・設計段階や
グローバル調達で、部品製作から組立・配線・梱包工程までのグローバルコスト水準創り込みを
ＣＡＣシステム上で行い「フロントコストデザイン」を実現可能にするグローバルコスト水準機
能持ち合わす「Professional版」 のシステムが用意されております。「Professional版」には
、他国版として、東アジア地区版、ASEAN地区版、北米地区版、中南米地区版、欧州地区版、ロ
シア地区版など64生産地のコストテーブル情報が用意され対応可能になっております。また、こ
れら他国版（生産地別）データとして業種別の「加工費率版」も頒布しております。

 これらシステム活用により、日本市場や世界市場に通用するコスト水準、つまり利益先取り後
の必達すべき「標準原価」の算定及び製作する前の損益計算と収益最大化のための公正な客観的
コスト評価シミュレーションが素早く実現可能となります。



工数・見積書の一括印刷

CAD部品属性の読み込み

部品属性を物づくりに置換

物づくりを工数に置き換える

物づくりをコストに置き換える

加工技術条件テーブル

手 扱 い 時 間 テ ー ブ ル

機械段取り時間テーブル

金 型 コ ス ト テ ー ブ ル

機能・方式表現テーブル

材料マスターテーブル

運 用 管 理 テ ー ブ ル

加 工 費 率 テ ー ブ ル

(システム呼称メニュー)

マシンタイム算定条件を明らかにする

ハンドタイム算定条件を明らかにする

段取タイム算定条件を明らかにする

機 種 展 開 と 概 算 コ ス ト 積 算

製品コンセプトの設計 対象機種仕様と機能を明らかにする

既存機種の機能コストを抽出する

原価割付・配賦基準テーブル 総原価配賦基準マスターを作成する

機種理論原価の創り込み 機種総原価の損益を明らかにする

全機種・損益モニタリング 全機種の損益状況を明らかにする

金型加工時間算定条件を明らかにする

機 能 ・ 方 式 用 語 を 登 録 す る

製作先・原価保証者テーブル 製作先と原価保証者を明らかにする

間接費用の内訳を明らかにする

直接費用の内訳を明らかにする

使 用 素 材 情 報 を 獲 得 す る

生産地の指定
日本地区版

深せん地区

上海地区

ﾌｲﾘﾋﾟﾝ地区

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ地区

ﾏﾚｰｼﾔ地区

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ地区

タイ地区

定期バージョンアップに対応する

基本データのメンテナンスを可能にする

管理仕様のメンテナンスを可能にする

設 計 段 階

量産・調達

調達段階

SQL・ORACLE管理コストデータ
SQL・ORACLE

コストテーブル
Ｄ／Ｂ

SQL・ORACLE管理コストデータ
SQL・ORACLEアプリケーション

αー９シリーズ

αー９シリーズ

（製品ステージ）

部品割付コスト
金型割付コスト

ＰＤＭ／ＥＲＰデータ送達

CAD自動工程設計りシステム

高度・技術コスト見積りシステム

CR・開発シミュレーション

設変対応・編集見積りの実行

加工工程(工順)を明確にする

工程加工条件を明らかにする

金型/冶工具費用を算定する

標準工数明細書を出力する

コスト見積書を出力する

コストの技術性評価を可能にする

機能コスト検索を可能にする

標準工数表を連続出力する

標準コスト見積書を出力する

Ｄ／Ｂ化対応

部品割付コストを確認する

使用材料条件を明らかにする

管理使用条件を明らかにする

(生産地)

標準コストテーブル緒元

コストテーブル・データベース

コスト工学・理論武装マニュアル

加工技術基準マニュアル

ＣＡＤ・技術データファイル

ＶＡ/ＶＥ　データバンク

原価配賦基準データベース

■コスト水準を維持する

■コスト算定背景を明らかにする

■絶対原価（目標原価・必達原価）を明らかにする

■コストを創り込む

試 作 段 階

日本地区版
深せん地区
上海地区

ﾌｲﾘﾋﾟﾝ地区
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ地区
ﾏﾚｰｼﾔ地区

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ地区
タイ 地 区

個別テーブル

売 価 段 階

設 計 段 階

生 産 段 階

売 価 段 階

標準コスト見積りシステム

サポート機能

Ｆ／Ｓ

共通テーブル

■コスト実現性を証明する

見積り部品データを保存する

シリーズ

部品コストファイルの複写

部品コストファイルの削除

コストデータのバックアップ

生産地別経済性ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 採算性の優位性を評価する

工法別経済性ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 生産性の優位性を評価する

機能コスト検索システム 構想機能を抽出可能にする

部品別価値保証の達成状況

機種別価値保証の達成状況

ﾕﾆｯﾄ別価値保証の達成状況

部品別コストの創り込み状況を精査する

機種別コストの創り込み状況を精査する

ﾕﾆｯﾄ別コストの創り込み状況を精査する

部品別の原価実行状況を確認する

機種別原価実行状況を確認する

ﾕﾆｯﾄ別の原価実行状況を確認する

部品別機会損失内容を明らかにする

部品別機会損失を明らかにする

標準値/実績値 差額解析表

部品別原価保証の実行状況

機種別原価保証の実行状況

実績結果の直接入力管理

ﾕﾆｯﾄ別原価保証の実行状況

■部品原価を算定する
■ユニット・部品原価を算定する

■機種製造原価を算定する

■コスト価値を保証する

■目標原価を実行保証する

■原価情報を維持する

１

２

３

４

５

６

７

原 材 料 計 画シ ス テ ム
内製品見積りシステム
外製品見積りシステム
購買品見積りシステム

金 型 見 積りシ ス テ ム
冶 具 見 積りシ ス テ ム

コストプランニングシステム

コストエンジニ
リングシステム

コストコントロー
      ルシステム

コストマネジメン
      トシステム

部品ファイル管理
        システム

◇ＣＡＣシステムの機能体系表

１
２
３
４
５
６
７
８
９
10
11

生産準備・標準原価基準設定

生産(調達)仕様書の出力

部品コスト統合明細表出力

製造原価統合明細表の出力

選  択  指  定

精密プレス品見積りシステム

プレス板金見積りシステム

板金・製缶見積りシステム

精密切削品見積りシステム

機械加工品見積りシステム

鍛 造 品 見 積 も り シ ス テ ム

焼結成形品見積りシステム

金型鋳造品見積りシステム

砂型鋳造品見積りシステム

樹脂成形品見積りシステム

ゴム成形品見積りシステム

【システム構成】

基本機能 1)

基本機能 2)

基本機能 3)

基本機能 4)

基本機能 5)

機構部品見積りシステム

組立・電装品見積りシステム

梱 包 見 積 り シ ス テ ム
　　　　　　　　　　　　　
型・冶工具見積りシステム

設備投資・見積りシステム

開発費用・見積りシステム

工場間接費・見積りシステム

梱包材料費見積システム
ユニッ梱包見積システム
完成品梱包見積システム

ユニット見積りシステム
本体組立見積りシステム
Ｐ基 板見積りシステム
ユニット配線見積システム

本体配線見積りシステム

【実 行 機 能】(システム呼称メニュー)
　本ソフトウエアは、事業企画部門で合理的な製品コンセプト設計から機能設計さらには総原価

／機能コスト割付機能を保有する機能原価設計システム、構成部品や組み立てコストと金型コス

トを製品開発ステージ別、生産国別に技術性、経済性シミュレーションを経て最適コストを査定

する標準原価設計システム、製品を製作する前に機種別、ユニット別、部品別に損益を徹底精査

するコストコントロールシステム、製品製作プロセス時点で常に損益を強く意識し、異状な管理

状態が発生すればリアルタイムで実行評価し、機会損失を未然に防止するコストマネジメントシ

ステムから構成されております。

枠内機能は、標準版へのアドインでプロフェッショナル版となります。枠内機能は標準版

◇標準版（クライアント対応） ◇プロフェッショナル版
　 （ネットワーク対応）

Ｄ／Ｂ
加 工 技 術 条 件 テ ー ブ ル
手 扱 い 時 間 テ ー ブ ル
段 取 り 時 間 テ ー ブ ル
金 型 加 工 時 間 テ ー ブ ル
材 料 単 価 テ ー ブ ル
管 理 条 件 テ ー ブ ル
加 工 費 率 テ ー ブ ル

基
本
テ
ー
ブ
ル

部品データ
共通データ

Ｄ／Ｂ
加 工 技 術 条 件 テ ー ブ ル
手 扱 い 時 間 テ ー ブ ル
段 取 り 時 間 テ ー ブ ル
金 型 加 工 時 間 テ ー ブ ル
材 料 単 価 テ ー ブ ル
管 理 条 件 テ ー ブ ル
加 工 費 率 テ ー ブ ル

基
本
テ
ー
ブ
ル

部品データ
共通データ

Ｄ／Ｂ
加 工 技 術 条 件 テ ー ブ ル
手 扱 い 時 間 テ ー ブ ル
段 取 り 時 間 テ ー ブ ル
金 型 加 工 時 間 テ ー ブ ル
材 料 単 価 テ ー ブ ル
管 理 条 件 テ ー ブ ル
加 工 費 率 テ ー ブ ル

基
本
テ
ー
ブ
ル

部品データ
共通データ

Ｄ／Ｂ
加 工 技 術 条 件 テ ー ブ ル
手 扱 い 時 間 テ ー ブ ル
段 取 り 時 間 テ ー ブ ル
金 型 加 工 時 間 テ ー ブ ル
材 料 単 価 テ ー ブ ル
管 理 条 件 テ ー ブ ル
加 工 費 率 テ ー ブ ル

基
本
テ
ー
ブ
ル

部品データ
共通データ

◆部品データは複製機能で共有化可能◆実行システム・基本テーブルは個別 PC 搭載

ＣＡＣ ＣＡＣ ＣＡＣ ＣＡＣ

・コンピュータ本体：Pentium搭載機種
（(推奨 Pentium400Ｍｈ以上）

・基本ソフト( O S)  ：W indows2000 2003 XP/ Vista

・ＲＡＭメモリー：1Ｇ以上 （推奨1.5Ｇ 以上）
・ハードディスク：１ＧＢ以上の空き容量が必要
・ＣＤ－ＲＯＭ　：上記ＯＳ対応のCD －ROM ドライブ
・基本モニター：推奨１０２４×７６８以上

【PC推奨仕様例】
・コンピュータ本体： 以上を搭載のパソコン

( Pentium® デュアルコアプロセッサー）

・Ｏ Ｓ ：M icrosoft Windows Server 2003 
・ＲＡＭメモリー：8GB (目安)
・ハードディスク：5000部品/1G  容量程度（目安）
・光ディスク：DVD-RAM ８倍速
・基本モニター：８００×６００ドット以上

【サーバー推奨仕様例】

例
Pentium

ＣＡＣ

（５ライセンス以上）
LAN

共有サーバー共有サーバー

ＦＳ・サーバー

クライアント
Windows

ＣＡＣ
ＣＡＣ

ＣＡＣ ＣＡＣ

Ｄ／Ｂ

加 工 技 術 条 件 テ ー ブ ル
手 扱 い 時 間 テ ー ブ ル
段 取 り 時 間 テ ー ブ ル
金 型 加 工 時 間 テ ー ブ ル
材 料 単 価 テ ー ブ ル
管 理 条 件 テ ー ブ ル
加 工 費 率 テ ー ブ ル

基
本
テ
ー
ブ
ル

部品データ
共通データ

◆基本テーブル
◆部品データ共有

ＣＡＣ

上表で示すオレンジ色枠内の機能をシステムとデータで保有しＰ
Ｃ単独で使用。他のＰＣで生成された部品データの統合化は可能
。

上表で示すオレンジ色枠内機能にブルー色枠内の機能がオプショ
ンとしてアドインされ、ネットワーク上で運用可能。
コストテーブルや部品データはファイルサーバーで統一管理、実行
システムは各クライアントに搭載される。

ライセンス１ ライセンス２ ライセンス３ ライセンス４

価格 \1.660.000

システム価格 \1.600.000

価格 \300.000

価格 \250.000

プロフェッショナル版（ネッオワーク対応：オープン価格）

標準版 ( クライアント対応 : 標準版価格は表中記載 )

（１システム当たり）

（Professional 版）



加工費＝標準加工時間×標準加工費率×（１＋一般管理販売費比率）×（１＋利益率）

標準原価理論構築からＣＡＣシステム化までのプロセス

材料費＝(材料所要量×材料単価）－ｽ ｸ ﾗ ｯ ﾌ ﾟ売却費×(1十材料管理費比率十(材料管理費比率×利益率)）

下表は、コスト工学分野の生産工学、固有工学、管理工学から派生したコストエンジニアリング理論武装体系である。
多くのコストパラメーターの意味することは、こうすればできるとの「物づくりの根拠を証明する」に必修な事柄である。
こうした事柄の一つ一つが物づくりプロセスで解きほぐされ、公式化や定量化テーブルとなって見えないコストが見える
のである。

標　

準　

材　

料　

費

設備機械の現在購入金額
償却方法（定率法・定額法）
償却期間（経済耐用年数・法定耐用年数）
建物の種類（鉄骨スレート）
償却期間（法定耐用年数）
建物税・保険料費率　　建物の大きさ
建物単価（㎡当たり単価）

使用機械の消費容量・電力需要率・単価

使用機械の消費容量・燃料需要率・単価

使用機械の消耗程度・種類・就業体制

測定具、刃物の種類・消費数量　

切削油・洗浄油の種類・消費量

材料単価

材料使用量

材料管理費                     金利、調達事務、 保管費用、検査費

材　質             基準価格（ベース単価）
エキストラ         サイズ、表面仕上げ精度、等級、納入場所
材料の種類         型鋼(丸棒、角棒、平鋼、パイプ) 板材,鋳物
購入形態           定尺材、切断材
購買方針           調達先(国内、他国、材料メーカー)
購入条件           支払い条件(現金、手形)、梱包条件

大きさ             面積、体積、重量、肉厚（板厚）、展開長
購入方法           １回の発注ロット、納入姿　
材料形態           型鋼(丸棒、角棒、平鋼、パイプ）板材、鋳物
加工方法           加工ロス、段取りロス、余裕率、スクラップ

被削材質（普通鋼・炭素鋼・合金鋼・鋳物）
加工工程の種類・加工精度、機械剛性
使用機械の種類（専用機・汎用機）
使用刃物の種類（バイト・ﾌﾗｲｽ・ドリル）
工具の大きさ（エンドミル径・ドリル径）
切削条件(切削速度、送り量、切込量）
加工寸法（大きさ、長さ、加工量）
工具移動量（工程数・加工順）

自動化・トランスファーの程度
ワーク形状、保持状態
ワークの大きさ・重量
刃物の種類（バイト・ﾌﾗｲｽ・ドリル）
刃物の寿命（ハイス・超硬・ﾀﾞｲﾔ）
自動化の程度（ツーリングの有無）
生産量（加工ロット・発注ロット）
加工品の姿（同軸品・異形品）
使用機械の種類（内段取り）
一般余裕率　有効実働率　作業能率

所定内賃金・作業者レベル（男女の差異）
熟練度・持台数、就業体制（直制）
付帯人件費比率(賞与・法定福利費 

ワーク着脱時間　　 ワークの形状、大きさ・重量、補助具
 　　　　　　　　　作業測定手法（ＷＦ法・ｽﾄｯﾌﾟｳｵｯﾁ法・ビデオ法）
操作・測定時間　　 作業者レベル(熟練度)、要求品質・仕様
歩行時間　　　　　 機械間距離移動　機械台数
段取り時間　　　　 内段取り時間　取付け方法、使用治具
使用機械の種類　   ツールの種類・人数
作業切替え時間　　 ツールの種類、刃物の寿命、製品函入替え
定期(時)検査　　　 加工品大きさ、要求品質

所

要

時

間

製造経費比率

開発費　金型・治具費　運　賃

一般管理販売費比率・利益率

設　
　

備　
　

費

主
要
材
料
費

標　
　

準　
　

加　
　

工　
　

費

労　
　

務　
　

費

理　

想　

的　

標　

準　

原　

価　

コスト変動パラメーター（機械加工品の例）
コスト構成
　内　容

　直接作業者へのサポート（生産準備、プログラム作成、作業管理）費用

段取り時間　

内段取り時間　

機械加工時間　

所　

要　

工　

数

加　

工　

費　

率

設備共通費率　　　　　　　　　　　 クレーン、コンプレッサー、変電所、パレット

労務共通費率　　　　　　　　　　　食堂、清掃費、応接、什器備品、冷暖房費など

付帯作業工数

正味加工時間

刃物交換時間

工具移動時間　

ローデイング

生産効率　　　割り増し係数　

設備固定費率

設備比例費率

設備減価償却費

建物減価償却費

電 力 費 率

燃 料 費 率

 設備修理費率

消耗工具費率　

間接材料費率

直接労務費率

間接労務費率

直接作業者

現場職長・班長

繰返作業工数

Step-2

Step-５

Step-６

Step-７

Step-８

標
準
コ
ス
ト
算
定
技
術
マ
ニ
ュ
ア
ル

標準コスト算定技術マニュアル

D/B化

工法選定データ
理論計算式・緒元

加工条件データ
作業条件データ
加工限界データ
金型価格データ

MACHINING DATA HANDBOOK

Machinability Data Center

Metcut Research Associates inc

3980 Rosslyn Drive Cincinnat OH45209

Method Study

　

ＷＦ法
Work Design

Machining Data Handbook

ＣＡＣシステム化

別
売

標
準
コ
ス
ト
テ
ー
ブ
ル
便
覧

標準コストテーブル便覧

理論実証コストテーブルの搭載

シリーズ

コストテーブル化

作業測定の結果

測定手法の確定

Step-４

Step-3

付加＆除去理論

ワークセンター仕様
Step-１

標準原価理論構築

理想的

マシニングデータ
ハンドブック

　コストはどこかの現場で測定したらこうなりました、という筋合いのものではなくコストの発生根拠を上表の如く理路整然と体系化した
後、それら変動要素（コストパラメータ）について理論と科学で実証する必要がある。ＣＡＣシステムでは、物づくりの基本動作である手
扱い時間については国際標準であるＷＦ法を適用し、マシンタイムについては世界標準として権威あるMethod Study書・マシニングデータハ
ンドブック(Machining Data Handbook)をコアに援用することで客観性を維持している。掲載エンジニアリングデータベースは、長年にわた
り弊社で測定精査され実証確認後、標準コスト算定技術マニュアル及び標準コストテーブル便覧として有用化され、日本国内版や他国版と
して多くの加工区や業種に援用されている。

最適工程加工原則
理
想
的
標
準
原
価
水
準
の
客
観
性
実
証



  製品企画や原価企画で設定される絶対原価（目標原価及び必達原価）は、抽象的な一つのカタマリ（マクロ原

価）であることから、その割付評価値は、その内容が明らかではない。従って、そのままでは実際の運用には

相当無理がある。そこで、経営として、ねばならない絶対原価は、物づくりする前にその実現可能性について

正しく詳細に要素分分解（ミクロ原価）する必要がある。そのツールがＩＥ測定技法（ＷＦ法）から派生した

標準原価＝標準コストである。 

　標準原価は管理会計のコア技術

として標準原価計算制度に　流し

込まれ実行差異を即座に表示する

ことで、機会損失未然防止の使命

を担う。　この標準原価には、プ

ロダクト完全独占状態下で運用さ

れる現実的標準原価、国内市場で

の完全競争状態下で運用される正

常的標準原価、グローバル市場で

の完全競争状態下で運用される理

想的標準原価の三つの働きがある

。ここでは、後者の理想的標準原

価について、その定義・水準や設

定に必要な技術論について述べる

。

コスト工学の実践技法である経済

性評価研究とＩＥ測定技法(WF法)

から派生した標準時間に標準賃率

を掛け合わせたのが標準原価であ

り「理想的標準原価＝国際コスト

水準」として位置づけられる。こ

の概念は、技術的に達成可能な最

大操業度のもとで最高能率を表す

最低の原価を実現する。つまり財

貨の消費における減損、仕損、遊

休時間などの余裕率を一切許容し

ない理想的水準における標準原価

であり、熾烈なグローバルコスト

競争下の経営で運用される。ここ

でいう標準とは、ある事柄につい

て「かくあるべし姿」をありありと

描いた結果のことである。

　ありありと描く、この「標準」なるものの設定に

当たっては、単に従来の技術面や管理面などの慣行

、つまり現状を是認し妥協的に「標準設定」すると

いうことではなく、その時にその業界で実際に施行

され知られている、あらゆる最高の客観基準、つま

り理想とする技術水準や期待する管理水準をもって

「標準」とするのである。　更に「標準コスト」を

定義すると、次のようになる。標準コストとは、理

論コストに対して、一定の安全率を付加し生産活動

が維持管理されたときのベストコストのことである

。ここでいう一定の安全率とは，工場管理面から最

も合理的であると認められた一余裕率や作業能率な

どの諸要素値のことである。経営管理における「正

しいコスト評価」なる行いは、過去の製品原価の平

均値や裏づけ不明朗なコストデータ(技術の中抜き) 

から予測値(イメージ)としての計算値を導き出すと

いう筋合いのものではない。グローバルコスト基準

（ＷＦ法及びMachining Data Handbook）をベンチマ

ークに作業測定するのが原則である。それによりコ

ストに関連する多くの人々が具体的に納得できる必

達コスト実現のためのコストレビューを確実に行え

るものでなければならない。そうしたプロセスを具

現化したツールが上図Stepに添い工法別に構築され

た「標準コスト見積りシステム・α-9シリーズ」の

例である。 
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モデルコスト見積りデータ情報

機種別／型式別部品データ情報

コスト計算理論データ情報

コスト計算基準データ情報

加工条件・理論計算式ＷＦ法
マ
シ
ン
タ
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ム

マ
ン
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ム

実証コストテーブルの搭載

置
換標準コストテーブル便覧

標準コスト算定技術マニュアル

D/B化

標準コスト構築理論

Ｃ言語アプリケーション

測定手法の確定

ワークセンター仕様

作業測定の結果

コストテーブル化

標準コストとは、

　理論的に求められた正味

コスト水準に対し、余裕率

や能率などの操業安全率を

加味した目安となる実現可

能な標準原価レベルをいい

ます。 

Machining Data Handbook

理想的標準原価水準

◇標準原価理論構築の概念



◇理論原価の援用・標準コスト見積りシステムの概要



工　　程　　　　設　備・機　械 工　　程　　　　設　備・機　械
1:マーキング
2:面取り加工

3:切断加工

4:溶断加工 

5:複合旋盤

6:縦型NC旋盤

7:CNC旋盤

8:汎用旋盤

マ ー キ ン グ
返  り  取  り
砥石切断 φ450
高 速 丸 鋸 盤
高 速 帯 鋸 盤
コンターマシン
プ    レ    ス
手  溶  断  機
レーザー溶断機
自動ガス型切断
アイトレ ー サ"
プラズマ溶断機
L - T C -φ200
L - T C -φ400
L - T C -φ550
L - T C -φ600
L - T C -φ630
L - T C -Φ700
L - T C -Φ800
L - T C -Φ1050
NCLV -φ100
NCLV -φ160
NCLV -φ200
NCLV -φ250
NCLV -φ300
NCLV -φ450
NCLV -φ600
NCLV -φ800
NCLV -φ1000
NCLV -φ1500
予　備　
NCL -φ125
NCL -φ270
NCL -φ350
NCL -φ410
NCL -φ450
NCL -φ460
NCL -φ500
NCL -φ660
普通旋盤 650mm
普通旋盤 500mm
普通旋盤1000mm
普通旋盤1500mm
普通旋盤2800mm
普通旋盤3000mm
単 能 盤φ120
単 能 盤φ160
正面旋盤φ800 
正面旋盤φ1600

9:マシニング
　　センター

10:汎用フライス

11:穴加工

12:平面研削

13:円筒研削

14:ｸﾞﾗﾝﾃﾞﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

MC-V-1020(縦)
MC-V-2040(縦)
MC-V-3500(縦)
MC-H- 620(縦)
MC-H-1530(縦)
MC-H-2000(横)
MC-V-3500(門)
MC-R-4500(門)
MC-R-6500(門)
ＮＣ ﾌﾗｲｽ 3500
プラノミラ5000
プラノミラ9000
立フライス5500 
立フライス1100 
横フライス5500 
横フライス1100 
シェーパー 700　　
5面加工機 6500
5面加工機 5000 
　予　　備　
卓上 ボール 盤
多軸 ボール 盤
直立ボール盤
中　ぐ　り　盤
ドリリングｾﾝﾀｰ
タッピングﾏｼﾝ
ラジアル盤1100
ラジアル盤1600
F G -NC- 500mm
F G -NC- 850mm
F G -NC-1000mm
F G -NC-1600mm
F G -NC-2000mm
RS-NC-1000mm
RS-NC-1200mm
RS-NC-1600mm
O G- CNC-120mm
O G- CNC-180mm
O G- CNC-250mm
O G- CNC-300mm
O G- CNC-400mm
O G- CNC-500mm
O G- CNC-700mm

GC-400
GC-500
GC-860
GC-1200
GC-1800

手動ｱｰｸ 溶接機
半自動ｱｰｸ 溶接
ﾛﾎﾞｯﾄアｰク溶接

超音波洗浄機
純粋洗浄接
蒸気洗浄機

ＣＮＣ３次元
シャフト測定接
直角度測定器
輪郭形状測定機

AQ325L
A350
A500
AP200W
DWC90-PA

自動バリ取り機
電解バリ取り機
振動バリ取り機
外径バリ取り機
内径バリ取り機

ＮＣホブ盤(小)
ＮＣホブ盤(中)
ＮＣホブ盤(大)
歯車ｼｪｰﾋﾞﾝｸﾞ盤
歯 車 研 削 盤
創 成 歯 

HON - V -φ 25
HON - V -φ 40
HON - V -φ 60
HON - V -φ 80
HON - V -φ100
HON - V -φ120
HON - V -φ140

15:内面研削

16:ホーニング

17:歯切り加工

24:メ　 ッ 　キ
25:熱   処   理
26:化 成  処 理
27:塗       装
28:付 加  工 程
29:付 加  費 用
30:購入 費 用

19:ワイヤ放電

18:溶接機

20:転造加工

21:バリとり

22:洗　　浄

23:計　　測

機械加工品見積りシステムに搭載されているワークセンター仕様
工　　程　　　　設　備・機　械

I G - NC-φ120
I G - NC-φ250
I G - NC-φ300
I G - NC-φ400
I G - NC-φ600
I G - NC-φ700
G I - NC-φ500
G I - NC-φ600
G I - NC-φ800
G I - NC-φ1000



工順設定

明細書・見積書への出力

システムトップ

入力

出力

工程の
詳細入力

工順の選択

［詳細入力例］ CNC旋盤［詳細入力例］ 穴あけ

標準工数明細書 標準コスト見積書

［詳細入力例］ 円筒研削

実行例



◇機械加工品・コストシミュレーション出力例（算定根拠）
機種名： 品番：
ユニット 品名：

合計(円） 単　位 丸 棒 材
材料費 327.56 材料費 円 327.56

材料所要重量 kg 1.7761
正味材料使用量 kg 1.7761

材質 材質 S45C
寸法 30
仕上がり長さ mm 286
構成数 1
使用材料 定尺材
最適定尺寸法 m 3

正味素材量 加工に必要な素材重量 正味素材量 kg 1.6817
掴み代量 kg 0.0666
切断代量 kg 0.0278

材料余裕率 材料余裕率 % 0
材料余裕率 % 0
特殊割増量 kg 0
材料単価 円／kg 180

(正味材料使用量ー完成部品重量)×スクラップ費 スクラップ売却費 円 1.68
材料管理費比率 % 3

機械加工 工程 工程名称 切　　断 旋　　削 ﾏ ｰ ｷﾝｸﾞ フライス
使用機械 設備機械名 高 速 帯 鋸 盤 NCL -φ100 マ ー キ ン グ 立フライス1300

持ち台数 持ち台数 1 2 1 1
加工ロット 加工ロット 2 2 2 2
加工費 450.12 加工費 円 15.17 89.33 317.99 27.62

加工時間 所要時間 分 0.3506 2.1552 7.7711 0.5502
標準加工時間 標準時間 分 0.3333 2.0488 7.3872 0.5230

正味加工時間 正味加工時間 分 0.3144 1.8970 6.8400 0.4843
機械時間 システム計算＝(①×(1+⑤/100)＋⑧＋⑨)×(1+⑥/100)(1+⑦/100) 機械時間 0.1624 1.0749 6.84 0.2403

①正味時間 ②加工諸元データによる計算(②×(1+④/100)×③)
③切削時間に加味する係数(加工工程別に反映される) 工程内係数 1.00 1.00 1.00 1.00
④刃物別被削性指数（加工工程別、使用刃物別にに反映される）刃物別被削性指数 % 0.00 100.00 0.00 40.00

⑤材質別被削性指数 材質別被削性指数 % 90.00 90.00 0.00 90.00
⑥機械剛性指数 機械剛性指数 % 60.00 100.00 100.00 32.00
⑦付帯時間指数 付帯時間指数 % 100.00 100.00 100.00 100.00
⑧工具移動時間 送り速度
⑨刃物交換時間

手扱い時間 WF法 手扱い時間 0.152 0.8221 0 0.244
付帯時間 油をさす、加工品箱を入れ替える等極少時間のため、一般余裕率に含める。

一般余裕率 一般余裕率 % 6.00 8.00 8.00 8.00
割増係数 割増係数 1.00 1.00 1.00 1.00
作業能率 作業能率 % 98.00 98.00 98.00 97.00
有効実働率 有効実働率 % 97.00 97.00 97.00 98.00

段取り費 614.98 段取り費 円 64.91 272.07 102.30 175.71
段取り時 段取り時間 分 3.00 9.00 5.00 7.00

標準段取り時間 分 3.00 9.00 5.00 7.00
正味内段取り時間・・・設定時間はＷＦ法で測定した値ではないので上記諸係数を含むものとする） 分 3 9 5 7

準備作業 準備作業 分 0.00 0.00 0.00 0.00
治工具取付け 治工具取付け 分 3.00 3.00 5.00 5.00
加工テスト 加工テスト 分 0.00 3.00 0.00 2.00
治工具取外し 治工具取外し 分 0.00 3.00 0.00 0.00
後始末作業 後始末作業 分 0.00 0.00 0.00 0.00

段取費率 段取費率 円／H 2596.52 3627.54 2455.19 3012.10
標準労務費率 円／H 2112.16 2112.16 2112.16 2112.16

加工費率 円／H 2596.52 2486.97 2455.19 3012.10
円／分 43.28 41.45 40.92 50.20

設備費率 円／H 220.02 1174.67 89.16 604.82
設備固定費率 円／H 126.81 882.29 30.09 425.97

円／H 102.27 795.47 11.36 375.01
標準稼動時間 H／年 1,956 1,956 1,956 1,956

年間総稼働時間 年間総稼働時間 H／年 2016.00 2016.00 2016.00 2016.00
設備稼働率 設備稼働率 % 97.00 97.00 97.00 97.00

現在購入金額 現在購入金額 千円 1800.00 14000.00 200.00 6600.00
償却年数 償却年数 年 9.00 9.00 9.00 9.00

円／H 6.54 50.83 0.73 23.96
定額換算税・保険料率 % 0.71 0.71 0.71 0.71

円／H 18.00 35.99 18.00 27.00
建物費用 建物単価 千円／ｍ2 160.00 160.00 160.00 160.00

定額換算償却・税・保険料率% 4.23 4.23 4.23 4.23
所要面積 ｍ3 5.20 10.40 5.20 7.80

設備占有面積 設備占有面積 ｍ3 4.00 8.00 4.00 6.00
共通割増面積 （指標：設備占有面積×30%） ｍ3 1.2 2.4 1.2 1.8

設備比例費率 円／H 45.21 244.38 11.07 130.85
電力費率 円／H 17.6 29.6 8 29.6

理論消費電力量 理論消費電力量 kWh／Ｈ 2.20 3.70 1.00 3.70
電力料金 電力単価 円／kWh 20.00 20.00 20.00 20.00
電力需要率 電力需要率 % 40.00 40.00 40.00 40.00

燃料費率 円／H 0 0 0 0
理論消費燃料 理論消費燃料 ℓ／H 0.00 0.00 0.00 0.00
燃料料金 燃料単価 円／ℓ 0.00 0.00 0.00 0.00
燃料需要率 燃料需要率 % 0.00 0.00 0.00 0.00

消耗工具費率 円／H 11.05 85.91 1.23 40.50
消耗工具費 % 1.20 1.20 1.20 1.20

間接材料費率 円／H 9.20 71.59 1.02 33.75
間接材料費 % 1.00 1.00 1.00 1.00

設備修理費率 円／H 7.36 57.27 0.82 27.00
設備修理費 % 0.80 0.80 0.80 0.80

設備共通費率 設備共通費率 円／H 48.00 48.00 48.00 48.00
労務費率 円／H 2184.16 1128.08 2184.16 2184.16

標準労務費率 円／H 2112.16 1056.08 2112.16 2112.16
所定内賃金 所定内賃金 千円／月 197.00 197.00 197.00 197.00
直間比率 直間費比率 % 12.00 12.00 12.00 12.00
付帯人件費率 付帯人件費比率 % 56.00 56.00 56.00 56.00

労務共通費率 労務共通費率 円／H 72.00 72.00 72.00 72.00
製造経費比率 製造経費比率 % 8.00 8.00 8.00 8.00

付加工程 工程名
付加工程費 0.00 付加工程費 円 0.00

単価 単価 円／分
時間 時間 分

表面処理 （概算費用的性格のため一般管理・販売費及び利益含む） 工程名 メッキ
処理名称 有色クロメート(7μ)
生産方式 バッチ処理
表面処理費 137.09 処理費 円 137.088

原単位 ｋ　ｇ
単価 81.6
数量 1.68

付加費用 （概算費用的性格のため一般管理・販売費及び利益含む） 費用項目 運搬費 処理費 洗浄費 検査費
付加費用 0.00 付加費 円 0 0 0 0
材料費 円 0 0 0 0
加工費 円 0 0 0 0

購入費用 品名
0.00 購入品費 円 0.00

単価 円
個数 個

販売費・一般管理費比率（一般指標は20～25％） 25 販売費・一般管理費比率％
266.28 販売費・一般管理費 円

利益率（一般指標は5～7％） 5.00 利益率 ％
利益 66.57 利益 円

総加工費 1397.95 総 加 工 費 円
総部材費 材料費＋購入品費 327.56 総 部 材 費 円

部品費合計 1862.59 部品費合計 円

定額換算償却・税・保険料率
設備占有面積+共通割増面積

電力費率＋燃料費率＋消耗工具費率＋間接材料費率＋設備修理費率
理論消費電力量×電力料金×電力需要率

現在購入金額×下の条件／標準稼動時間
一般汎用機械､一直の時：0.2～0.5%　非常に消耗度の激しい機械の時：
現在購入金額×下の条件／標準稼動時間

理論消費燃料×燃料×燃料需要率

一般汎用機械､一直の時：0.1～0.3%　非常に消耗度の激しい機械の時：

年間総稼動時間×設備稼働率

定額換算税・保険料率
建物減価償却費・税保険料率 （建物費用×定額換算償却・税・保険料率／標準稼動時間）×所要面積

(設備費率＋労務費率)×(1+製造経費比率)

設備固定費率＋設備比例費率＋設備共通費率
設備減価償却率＋設備の税・保険料費率＋建物減価償却費・保険料費率
設備減価償却費率 （現在購入金額／償却年数）／標準稼動時間

(設備費率＋労務費率)×(1+製造経費比率)
所定内賃金×(1+付帯人件費比率)×(1+直間比率)×12／標準稼動時間

段取り時間×段取費率／加工ロット
標準段取り時間×(1+割増係数)／(作業能率×有効実働率)

正味内段取り時間×(1+一般余裕率)

正味付加量

材料調達に要する金利、調達事務、保管費、検査費

材料単価
スクラップ売却費
材料管理費比率

特殊割増量 余剰分が他に転用できない、危険回避のために余剰に作るなど

段取り、テストの際の材料ロス・・・・正味付加量に加味する。
管理上容認される歩留りロス・・・・・正味付加量に加味する。

Systemα2シリーズ
インタークーラー

シャフト（Ａ）
NC-6783428     -01-0

計算条件項目

加工時間×加工費率
標準加工時間×(1+割増係数)/(作業能率×有効実働率)

コ　　ス　　ト　　構　　　成　　項　　目
(((標準材料所要量+特殊割増量)×材料単価)-スクラップ売却費)×(1+材料管理費比率)
標準材料所要量 正味材料使用量×(1+材料余裕率)

正味素材量+正味付加量

定尺定寸に対する加工上のロス
個別に必要な加工上の材料ロス

（所定内賃金／持ち台数）×(1+付帯人件費率)×(1+直間比率)×12／標準稼動時間

正味加工時間(1+一般余裕率)

サイクリックに発生する作業（取付け、取出し、手動着脱）

機械時間＋手扱い時間＋付帯時間

設備の税・保険料費率 現在購入金額×定額換算税・保険料率／標準稼動

作業者が標準作業を行っている比率（手待ち､異常作業､追加作業など）一般指標：2～5％

職場余裕､作業余裕､用達余裕､疲労余裕(一般指標　6～10%)
ロットアロウアンス、グループアロウアンス、ラーニングアロウアンス、歩留まりアロウアンス、機械干渉アロウアンス

標準時間の実態に対する補正　　一般指標：2～3％

販売費・一般管理費

一般指標は９～１２％
法定福利費、賞与、退職準備引当金　一般指標は所定内賃金の53～58%

食堂、守衛、社員用送迎車など　一般指標は６０～１００円／Ｈ
直接部門を支援するサービス費用／直接部門で発生した総費用　「モデル費用」で算出　一般指標は8

加工費＋段取り費＋付加工程費+販売費・一般管理費＋利益

=単価×個数×(1+材料管理費比率)

（加工費＋段取り費＋付加工程費）×販売費・一般管理費比率

（加工費＋段取り費＋付加工程費＋販売費・一般管理費）×利益率

現在購入金額×下の条件／標準稼動時間
一般汎用機械､一直の時：0.5～2.0%　非常に消耗度の激しい機械の時：
変電所、コンプレッサ、トラック、台車、クレーンなど　一般指標は４０～１０

表示賃金は技能（１台持ち）　一般目安：水準テーブルより

標準労務費率＋労務共通費率

　コストシミュレーションとは、相手にやってほしいこと
を正確に知り、これを最善で最も安価な方法で実施するよ
うに仕向けることである。それ故に、設計段階で創り込ま
れるコスト水準は、それが根拠のない概算であってはなら
ない。ＣＡＣシステムは、多くの図面属性（コストパラメ
ーター）を瞬時に、コストに置き換え、その算定プロセス
結果を上表のように出力する。
その内容は、どのような材料を使い、どのような工程で、
どの設備を使い、いくらの賃金水準の人がものづくに携わ
ったのか、管理費用や利益はいくらなのか等々について、
標準原価構成内容に基づき、そのすべてを定量化し算定根
拠を明らかにする。
これにより信頼性の高い安価なコストが入手できるのであ
る。




